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１．景気の現状と展望 

 関西の景気は、緩やかな回復基調を維持しつつも、一部に弱い動きがみられる。企業部門では、円安傾向に

加えて、世界的なAI関連需要の拡大を背景に輸出額は増加している。AI関連投資の活発化などを背景に、

鉱工業生産にも持ち直しの動きがみられる。設備投資は、中東情勢の混乱などによる先行き不透明感が意識

されるなかでも、企業の収益計画が高めの水準を維持するもとで拡大基調が続いている。一方、家計部門では、

所得環境の改善が続くものの物価高が重石となり、個人消費の回復ペースは緩慢にとどまっている。 

先行きを展望すると、中東情勢の混乱が長引くなか、資源価格の高止まりが企業活動の重石となる。一方、

世界的な AI 関連需要の拡大が関西の生産や輸出に波及する動きが続き、設備投資の押し上げにもつながる

と見込まれる。個人消費は、持続的な賃上げの動きが下支えに寄与するものの、物価高による下押し圧力が

根強く、回復ペースは引き続き緩慢にとどまる見通しである。 

 

２．個別指標の動き 

（１） 輸出・生産動向 

関西の輸出額（円ベース）は大きく増加している。国・地域別にみると、中国（香港を含む）向けや、アジ

ア（除く中国・香港）向けの伸びが大きく、ともに半導体等電子部品の増加がけん引している。米国向けは振

れを伴いつつも増加傾向にある。品目別にみると、電気機器では半導体等電子部品、一般機械では半導体

等製造装置の増加が顕著にみられ、世界的な AI 関連需要の高まりが押し上げに寄与しているとみられる。金

属及び同製品も先端材料としての需要増や、それに伴う市況の高騰を背景に高水準で推移している。 

一方、輸出を数量面でみると、回復傾向にあるものの、ペースは緩やかにとどまっている。中国向けやアジア

NIEs 向けは低水準での推移が続いているほか、ASEAN 向けも伸び悩んでいる。米国向けは振れを伴いつつ

も、基調としては底堅く推移している。日本銀行が公表している実質輸出指数にも増勢の加速はみられない。 
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以上のように、輸出数量の回復が緩慢にとどまる一方、輸出金額が大幅に増加しており、両者の動きに乖離

がみられる。これは、円安による輸出金額の押し上げや、AI 関連需要の拡大を受けた関連財の価格高騰によ

る影響が大きい。 

 

鉱工業生産は、持ち直しの動きが続いている。業種別にみると、半導体製造装置やデータセンター向け設備

など AI 関連需要の裾野の広がりが追い風となっている生産用機械工業や電気・情報通信機械工業、機能性

素材や医薬品の増産を受けた化学工業の上振れが目立つ。一方、電子部品・デバイス工業は依然として低

水準での推移が続いている（関西における電子部品・デバイス生産の低迷について、詳しくは後述のトピックス

を参照）。 

 

（２） 企業収益・設備投資動向 

企業収益を日本銀行大阪支店「短観」（６月調査、全規模・全産業）でみると、関西企業全体の 2026

年度の経常利益（全産業・全規模）は前年度比▲12.9％と、減益見通しとなった。中東情勢の混乱が長

引くなか資源価格の高止まりなどが収益の下押し圧力となっている。もっとも、2025 年度が同＋16.3％と、価

格転嫁の浸透などを背景に想定を大きく上回って着地したため、その反動減という側面も大きい。コロナ禍前と

の比較では、引き続き高めの水準を維持している。 
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企業が高水準の収益を見込むもとで、関西企業は積極的な設備投資姿勢を維持している。日本銀行大

阪支店「短観」６月調査による 2026年度の設備投資計画（全産業・全規模）は前年度比＋9.7％と、過

去（2010～2024 年度）の平均伸び率を上回る水準にある。機械設備や建設資材の価格上昇などから名

目の投資額が押し上げられている点は割り引く必要があるものの、中東情勢の緊迫化が企業の設備投資マイ

ンドに与える影響は今のところ限定的にとどまっている。ソフトウエア投資も前年度比＋5.1％と増勢が続いてお

り、効率化や省力化を目的とした企業の積極的な投資姿勢に変化はみられない。 

 

（３） 雇用・所得動向 

関西の雇用環境は、人手不足を背景に良好な状態が続いている。雇用関連指標をみると、有効求人倍率

は１倍を超え、完全失業率（季節調整値）は 2％台後半の低位で推移している。雇用者数は高めの水準

を保っている。 

所得面をみると、府県別「毎月勤労統計調査」から推計した４～６月期の関西の一人当たり現金給与総

額は前年同期比＋4.3％と、前期に比べてプラス幅が拡大した。今年の春闘における高い賃上げ水準での妥

結や、夏季賞与の増加（大阪府内企業を対象とする調査では前年比＋2.5％）などを反映し、賃金は高め
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の伸びとなった。雇用者報酬を実質ベースでみると、物

価高による下押し圧力の緩和も相まって、4～６月期

は前年同期比＋３％超の増加となった。もっとも、春

先以降の原油高の影響がラグを伴って波及すると予想

されるほか、中東情勢の混乱が長期化するなか、原油

価格は依然として高水準にある。先行き、物価の伸び

は再び拡大する公算が大きく、実質所得には下押し圧

力が強い状況が続く見込みである。 

 

 

（４） 消費動向 

関西の小売販売額をみると、スーパー、コンビニエンスストア、百貨店の販売額は緩やかに増加している。 

需要側統計（家計調査）をみると、実質ベースで見た消費支出は、4 月に税負担の軽減が実施された自

動車購入の増加などによる一時的な押し上げがみられたものの、均してみれば、物価高への警戒感が根強いも

とで、回復の勢いは鈍い。 

消費者マインドは、中東情勢の混乱直後の大幅

な悪化から改善傾向にあるものの、依然として悪化

前の水準を回復していない。とりわけ、大幅な落ち込

みがみられた「暮らし向き」や「耐久消費財の買い時

判断」の改善が遅れている。地政学リスクの長期化を

背景とした物価高への根強い警戒感が消費者マイン

ドの重石となっている。 

先行きの個人消費は、賃上げの持続が下支えに

寄与するものの、消費者物価の伸びが再び拡大する

もとで、回復ペースは緩慢にとどまる公算が大きい。 
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（５）住宅・公共投資動向 

関西の新設住宅着工戸数は、2025 年

４月の法改正を受けて上下に大きく振れた

ものの、その後は落ち着きを取り戻し、概ね

法改正の影響を受ける前の水準に復してい

る。住宅需要は、金利の上昇や建築費の高

騰などによる下押し圧力が強いものの、将来

の資産価値への期待や、金利・建築費の先

高観を背景とした需要の高まりが下支えとな

り、大幅な落ち込みには至っていない。 
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年同月比＋15.0％となった。国土強靱化や
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している。 
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（７）観光動向 

関西の外国人延べ宿泊者数は、コロナ禍前を上回って推移している。中国人旅行者の落ち込みが続いてい

るものの、その他の国・地域からの旅行者が全体を下支えしている。もっとも、足元ではその他の国・地域からの

旅行者も伸びが鈍化しており、インバウンド需要は全体として頭打ち感が強い。日本人の延べ宿泊者数につい

ても、宿泊料の上昇などを背景に、足元でコロナ禍前の水準を割り込んでいる。 

 

３．トピック：AI 関連需要の拡大と関西の製造業生産 

AI 関連需要が拡大するなか、関西の半導体製造装置の生産は、振れを伴いながらも均してみれば全国よ

り大きく増加している。加えて、AI 関連需要は非鉄金属やゴム製品など川中、川上分野の素材産業にも広く

波及している。こうした動きを背景に、関連産業では生産能力の増強を目的とした設備投資を活発化させる動

きがみられる。 

一方、関西の電子部品・デバイスの生産は低迷が続いており、持ち直しに転じているわが国全体の動きと乖

離が生じている。この背景には、①公的支援を受けた次世代半導体の大規模生産拠点が九州や東北、中部

などで本格稼働していること、②関西に本社を置く電子部品・デバイス企業であっても製造拠点が関西に集中

しているわけではなく、国内各地に分散していること、があげられる。 
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（資料）国土交通省「宿泊旅行統計調査」を基に日本総研作成

（注）中国人宿泊者数は、2025年12月までは従業者10人以上の施設が対象、

2026年1月以降は客室数20室以上の施設が対象。2026年1月以降の

値については、集計方法変更に伴う影響が含まれる可能性に留意する必要

がある。

関西の延べ宿泊者数（2019年同月比）
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関西 半導体・フラットパネルディスプレイ製造装置

全国 〃

関西 電子部品・デバイス工業

全国 〃

主要AI関連業種の鉱工業生産指数

（年/月）

(2020年=100）

（資料）近畿経済産業局「鉱工業生産動向」を基に日本総研作成

（注）季節調整値の後方３カ月移動平均。

関西企業のAI関連需要拡大に関する声

（資料）近畿経済産業局「管内企業の声からとらえる景況感と今後の

見通し～2026年上期近畿地域の地域経済産業調査結果～」

（2026年7月）を基に日本総研作成

業種 コメント

2026年4～6月期の業況

非鉄金属 AI活用に伴うデータセンター関連需要が増加。

生産用機械器具 AI関連需要が好調。

電気機械器具 AI、半導体分野の引き合いが強い。

ゴム製品
半導体製造装置向け、物流向けが堅調。価格

転嫁も進んだ。

設備投資の内容

電子部品・デバイス・電

子回路、電気機械器

具、生産用機械器具

半導体やAI関連等、今後の成長領域の投資。

窯業・土石製品 半導体関連の能力増強投資。

非鉄金属 データセンター関連の能力増強予定。
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ただし、関西の電子部品・デバイス企業は、高付加価値化の源泉となる研究開発機能を関西圏に集約して

いると推測される。実際、関西の電子部品・デバイス・電子回路製造業の就業者数は九州や中部と同水準な

がら、研究者・技術者の割合は関東に次いで高水準となっている。 

したがって、関西の電子部品・デバイス生産の低迷は、競争力の弱さを直ちに意味するものではなく、各社が

生産拠点と研究開発拠点の地域ごとの役割分担を踏まえて、最適な拠点配置を進めた結果と捉えるべきであ

ろう。 
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就業者に占める技術者・研究者の割合（左目盛）

（資料）総務省「令和2年国勢調査」を基に日本総研作成

電子部品・デバイス・電子回路製造業の

就業者数と、技術者・研究者が占める割合

（千人）（％）

全国平均（14.6%）

関西に本社を置く主要電子部品・デバイス

企業の主な生産拠点

（資料）各社公表資料を基に日本総研作成

（注）マークは原則として各社ウェブページに掲載されている工場の件数を図示。
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４．関西の主要経済指標 

 

 

 

 

 

  

 

 

関西 全国 関西 全国 関西 全国 関西 全国 関西 全国

2024年 ▲ 7.1 ▲ 1.2 5.7 3.6 1.13 1.25 2.8 2.5 ▲ 3.3 ▲ 2.6

2025年 6.4 2.7 0.6 2.8 1.12 1.22 2.7 2.5 ▲ 1.6 ▲ 0.3

2025/ 7～9 月 7.1 5.6 1.2 2.7 1.11 1.21 2.8 2.5 ▲ 3.8 ▲ 0.7

10～12 月 ▲ 1.4 0.9 1.6 3.6 1.09 1.19 2.8 2.5 ▲ 2.1 ▲ 1.0

2026/ 1～3 月 ▲ 3.3 ▲ 1.5 2.1 2.2 1.07 1.18 2.8 2.7 5.0 1.2

4～6 月 ▲ 5.4 ▲ 2.6 3.7 2.4 1.06 1.18 2.9 2.6 4.2 1.7

2025/ 7 月 3.2 4.6 ▲ 1.2 1.6 1.13 1.22 2.8 2.4 ▲ 5.2 ▲ 1.5

8 月 6.2 5.7 2.1 3.3 1.11 1.21 2.8 2.6 ▲ 8.8 ▲ 3.3

9 月 12.0 6.6 2.9 3.4 1.11 1.20 2.7 2.6 2.1 2.2

10 月 ▲ 2.5 0.1 3.9 5.1 1.10 1.19 3.2 2.6 ▲ 4.1 0.1

11 月 0.2 7.2 3.2 4.9 1.09 1.19 2.7 2.4 ▲ 4.3 ▲ 4.2

12 月 ▲ 1.7 ▲ 3.6 ▲ 1.3 1.4 1.09 1.20 2.4 2.4 2.5 0.9

2026/ 1 月 3.0 ▲ 0.8 3.0 3.1 1.08 1.18 2.6 2.6 3.0 0.7

2 月 ▲ 1.0 0.5 0.6 2.1 1.08 1.19 2.8 2.6 2.9 0.4

3 月 ▲ 10.5 ▲ 3.7 2.5 1.5 1.06 1.18 3.0 2.8 8.6 2.4

4 月 2.5 ▲ 1.1 3.7 2.4 1.06 1.18 3.1 2.7 5.5 2.0

5 月 0.6 ▲ 1.1 6.2 5.4 1.06 1.17 2.9 2.6 4.1 ▲ 2.1

6 月 ▲ 20.2 ▲ 5.8 1.2 ▲ 0.6 1.06 1.18 2.8 2.5 3.1 4.9

7 月 ▲ 4.9 ▲ 6.8 2.7 1.8 1.05 1.18 3.0 2.4 4.1 3.9

関西 全国 関西 全国 関西 全国 関西 全国 関西 全国

2024年 ▲ 17.1 ▲ 11.1 ▲ 0.5 ▲ 3.4 ▲ 1.6 5.0 2.8 6.2 1.3 2.1

2025年 5.5 ▲ 5.7 ▲ 1.6 ▲ 6.5 ▲ 2.2 6.6 4.5 3.1 2.6 0.5

2025/ 7～9 月 ▲ 21.5 ▲ 12.8 ▲ 7.1 ▲ 8.9 7.0 8.6 2.0 0.3 ▲ 5.4 ▲ 3.1

10～12 月 ▲ 4.6 ▲ 11.3 9.4 ▲ 2.1 3.8 9.6 7.1 4.9 4.7 2.6

2026/ 1～3 月 ▲ 1.9 ▲ 7.2 ▲ 16.5 ▲ 14.1 ▲ 3.1 17.3 11.2 10.5 6.5 5.8

4～6 月 ▲ 52.5 ▲ 19.7 13.5 20.2 12.9 1.9 21.7 17.0 16.9 15.9

2025/ 8 月 ▲ 10.8 ▲ 13.6 ▲ 0.6 ▲ 9.8 5.5 2.7 0.7 ▲ 0.1 ▲ 9.0 ▲ 5.1

9 月 ▲ 6.0 ▲ 1.9 ▲ 11.3 ▲ 7.3 9.6 12.5 3.9 4.1 ▲ 0.9 3.3

10 月 ▲ 29.0 ▲ 8.8 24.3 3.2 12.0 18.1 4.7 3.6 ▲ 2.0 0.8

11 月 ▲ 45.0 ▲ 22.6 ▲ 4.5 ▲ 8.5 ▲ 13.9 ▲ 6.8 7.6 6.1 4.8 1.4

12 月 77.8 ▲ 1.8 8.7 ▲ 1.3 11.1 14.9 9.0 5.1 12.0 5.4

2026/ 1 月 8.3 6.5 ▲ 11.6 ▲ 0.4 ▲ 3.2 9.1 17.7 16.8 ▲ 2.8 ▲ 2.6

2 月 ▲ 24.5 ▲ 12.3 ▲ 8.8 ▲ 4.9 ▲ 3.3 23.6 3.7 4.0 13.7 10.3

3 月 6.4 ▲ 12.1 ▲ 25.1 ▲ 29.0 ▲ 3.1 17.5 12.9 11.5 10.9 11.0

4 月 ▲ 55.6 ▲ 26.5 4.8 11.4 52.0 4.7 23.4 14.8 14.9 9.9

5 月 ▲ 62.8 ▲ 31.2 27.1 33.9 ▲ 9.2 ▲ 7.7 19.1 16.8 11.9 12.5

6 月 ▲ 25.3 3.7 12.5 18.6 ▲ 16.2 6.2 22.5 19.3 24.0 25.4

7 月 20.1 17.4 17.3 8.2 15.0 2.6 24.5 23.2 29.5 27.9

8 月 - - - - ▲ 5.3 ▲ 2.4 26.6 19.3 35.2 28.0

(資料）総務省、厚生労働省、国土交通省、近畿経済産業局、大阪税関、西日本建設業保証株式会社

(注）関西は２府４県。ただし大型小売店販売額・鉱工業生産指数は福井県を含む２府５県。有効求人倍率・完全失業率を除き、

　 　  前年比増減率（％）。実質家計消費支出は、農林漁家を含む勤労者世帯。大型小売店販売額は全店ベース。

　   　有効求人倍率は就業地ベース、季節調整値。完全失業率は原数値。建築着工面積は民間非居住用。

鉱工業生産指数

建築着工床面積 新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 輸出額

実質家計消費支出 大型小売店販売額 有効求人倍率 完全失業率

輸入額
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本資料は、情報提供を目的に作成されたものであり、何らかの取引を誘引することを目的としたものではありません。本資料は、作成日時点で

弊社が一般に信頼出来ると思われる資料に基づいて作成されたものですが、情報の正確性・完全性を保証するものではありません。また、情
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【ご照会先】 
調査部 関西経済研究センター 副主任研究員 西浦瑞穂 

（nishiura.mizuho＠jri.co.jp, 080-4159-1951） 
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